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事業概要【地域産業 活⼒ ⾼  外国⼈材活躍推進        事業】

申請者 新潟県⻑岡市 初回採択回 令和７年度第１回募集

事業計画期間 R7-R9年度 期間中の総事業費
（カッコ内はR7年度事業費）

38,157千円
（12,219千円）

経費の類型 ソフト
事業  拠点整

備事業
インフラ

整備事業 事業分野 地⽅  ⼈ 流 分野

目的・効果
 外国⼈材 企業 交流 相互理解 機会 提供        ⼈材      ⼀貫  ⽀援      
フォームを構築し、外国⼈材の新規就業者増加を図る。

・就労 雇⽤相談窓⼝  相談⽀援       形成 取組 通   安⼼  ⻑期的 働  環境 整  
外国⼈材の活躍と定着により、地域産業の活性化を目指す。

事業概要・
主な経費

※経費内訳はR7年度事業費

【ソフト事業経費】
〇外国⼈材活躍推進プラットフォーム事業
就労 雇⽤相談窓⼝ 新設（試⾏）  ⻑岡 働   外国⼈ 採⽤ 
たい企業からの相談を通じて、課題やニーズを把握し、外国⼈材と企業が
交流  機会 提供 ⼈材       ⼀貫               
ムを構築するために必要な事業費
 外国⼈材活躍推進        事業経費（委託料）

12,219千円
＜プラットフォーム機能＞
相談⽀援 交流機会創出              実施 
⼈材マッチング⽀援、就労フォローアップ⽀援

地域の多様な
主体の参画

⾼専 ⼤学等 教育 研究機関 地⽅銀⾏ 参加       ⼈材
活躍推進協議会 情報共有及 意⾒交換 ⾏  課題 洗 出  
改善⽅策について検討した内容を事業内容に反映し、効果的な事業
実施 図  商⼯会議所 連携  市内企業 事例共有     等
 周知 広  ⾏  事業 周知促進及 市内企業  外国⼈材 
活⽤促進に取り組む。

KPI
※カッコ内の数値は最
終事業年度   

「KPI増加分 累計 
の目標値

①外国⼈材の新規就業者数（＋30⼈）
②外国⼈雇⽤事業所数（＋42社）
②交流事業  参加企業数（＋30社）
③就労・雇⽤相談⽀援件数（＋45件）

産業ビジネス⽀援拠点内において
企業・外国⼈材をワンストップで支援

課題・ニーズに合わせて、
コーディネーターがサポート

就労・雇⽤相談 交流 相互理解

⼈材マッチング 採⽤・定着⽀援



１．申請者情報

２．交付対象事業の名称等

＜ 変更状況確認欄 ＞　※軽微変更報告の際に記載

３．交付対象事業の背景・概要

単独
広域

交付対象事業の名称

単独 地域産業の活力を高める外国人材活躍推進プラットフォーム

事業分野
（大項目）

地方への人の流れ
事業分野
（詳細）

②移住促進・地方創生人材の確保・育成等の
人材分野

担当者名

　　　　（別紙１）第２世代交付金（令和６年度補正予算分及び令和７年度当初予算分）実施計画【新規事業】 2025.1.23

都道府県名 新潟県 市区町村等名 長岡市 地方公共団体コード 15202

山岸由佳 電話番号 0258-39-2228 メールアドレス koyou@city.nagaoka.lg.jp

担当部局名 商工部産業立地・人材課 責任者名 課長 責任者役職 野口仁

事業分野 ○

年 月から

31 日 まで

拠点整備事業実施期間 年

ソフト事業実施期間 2025 年 4 月 1

日月 日

日 から 2028 年 3 月

まで

最終交付決定日 軽微変更報告日

まで

No. 都道府県名 市区町村等名
地方公共団体

コード
【ソフト事業】

対象事業経費
【ソフト事業】

申請額（左記の1/2）
【拠点整備事業】
対象事業経費

年 月 日インフラ整備事業実施期間 年 月 日 から

計 0千円

Ａ．地方創生として目指す将来像（交付対象事業の背景）

【拠点整備事業】
申請額（左記の1/2）

【インフラ整備事業】
対象事業経費

【インフラ整備事業】
申請額

1 新潟県 長岡市 15202

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

Ｂ．地方創生の実現における構造的な課題

　本市は、新潟県を代表する「ものづくりのまち」として、工作機械や産業機械、電気・電子部品製造、米菓・日本酒などの食品産業の集積に加え、近年はそれらの産業を支えるソフトウェア産業も集積してい
る人口２５．５万人、製造出荷額７，２２８億円の都市である。また、高度な技術を学ぶ長岡技術科学大学や長岡工業高等専門学校、デザインの長岡造形大学、経営の長岡大学、看護系の長岡崇徳大学の
４大学１高専、１５の専門学校が集積し、留学生約３５０人を含む６，５００人の学生を擁する学園都市でもある。
　令和元年からは、４大学１高専と商工会議所、市、地元企業、金融機関が連携し、高等教育機関が持つ知見と市内企業が持つ技術を融合させ、イノベーションの創出に取り組んできた。令和５年には次世
代を担う若者や起業家など幅広い世代が集い、交流し、人材育成と産業振興、イノベーションの拠点となる施設をオープン。令和８年には、産業支援機関が集積する産業ビジネスの拠点を整備し、様々な分
野の相談をワンストップで受け付け、支援機関が連携してサポートする体制を強化し、地域産業の活性化構想を立てている。
　令和５年から６年にかけては、１．２％（３，０８２人）の人口減少が生じ、このまま人口減少が続いた場合には、令和２２年には２２１，６４７人という国立社会保証・人口問題研究所の推計を下回ることが危
惧され、地域産業を支える人材不足が深刻化するなか、これまで進めてきた若者の地元就職・UIターン支援やリモートワークによる新しい働き方の選択肢の提供、単日短時間労働によるワークシェアリング
などの取組とあわせて、高度な技術を学ぶ留学生・外国人材の市内企業での活躍を支援し、地域全体の人材確保を推進することで、経済的価値及び社会的価値を創造していく。
　そのための基盤として、産業ビジネス支援拠点内に新たに外国人材に特化したワンストップの就労・雇用相談窓口を開設して、課題やニーズを把握し、外国人材と企業が交流する機会の提供や人材の
マッチングを一貫してサポートするプラットフォームを構築し、外国人材が安心して長期的に活躍できる環境が整うことにより、多様な人材から選ばれ、発展し続ける地域を目指す。

外国人材活用推進アドバイザーの市内企業、大学等へのヒアリングによると、市内企業においては、人材確保策の一つとして、外国人採用の取組を始めている企業が増加傾向にある。一方で、直接外国
人留学生などと交流する機会が少なく、外国人材採用には、日本語レベル、文化・宗教の違い、食事への配慮、住居、就労期間等の不安があり、外国人材が重視するどのように活躍できるかというキャリア
デザインへの理解を深めることができていない。
　また、外国人留学生の就職活動は、インターネットによる企業情報収集、学校からの情報提供がメインであるという実態が留学生へのアンケートなどからわかっており、日本での就職を考える留学生が市
内企業情報を知る手段が乏しく、またインターンシップによって地域企業で働く体験の機会も限られており、地域での活躍を考えるきっかけづくりが十分でなかったという課題がある。
　長岡市と長岡商工会議所が共同で実施する「長岡市景況調査（2024 年 7～9 月期）」の雇用動向では、製造業、卸売業、小売業、サービス業、建設業の５業種全てで不足という顕著な状況が明らかに
なっており、企業活動の維持・発展のためには外国人材を含めた多様な人材・働き方の活用が必要であるという認識が広がってきている。実際に市内企業70社以上が外国人材活用に関心をもち、インター
ンシップの取組を推進しているが、インターンシップから採用につながる事例は現時点では少なく、人材確保まで至っていない点が課題としてあげられる。
　新潟県における外国人労働者数（令和５年10月時点）は12,462人で、前年比1,757人増加し過去最高を更新し、うち長岡管内の外国人労働者数は2,253人で、前年比1281人増加している。在留資格別で
は、専門的・技術的分野（技術・人文・国際含む）、技能実習、特定活動の資格で前年増加率が高く、国籍も中国、ベトナム、フィリピンに加え、インドネシア、ネパール、ミャンマーなど多様化が見込まれるこ
とから、来日後に長岡での暮らしや仕事に関する相談ができる体制と安心して生活できるコミュニティの拡充が求められている。
　こうした課題を解決した先には、市内企業の技術力や働きやすさ、地域の暮らしやすさという長岡の魅力を全国、世界に発信することにも取り組む必要がある。

Ｃ．交付対象事業の概要
（交付対象事業がどのように構造的な課題の解決に寄与するのかが分かるように記載すること。）

2026年にオープン予定の産業ビジネス支援拠点内に、就労・雇用相談窓口を新設し、長岡で働きたい外国人や採用したい企業からの相談を契機に、外国人材と企業が交流・相互理解を進めるための機会
の提供や、ニーズにあった人材マッチングを、教育機関・支援機関と連携して一貫して支援するプラットフォームを構築し、外国人材の採用・定着を目指す。
 企業向けには、外国人材活躍事例の共有、採用方法や制度に関する情報提供を行い、外国人材を受け入れる環境整備のための具体的なアクションにつなげるとともに、プラットフォーム事務局のコー
ディネーターが人材採用に関する課題解決やニーズに応じた人材マッチングをサポートし、外国人材採用による新たな人材確保を図る。
 留学生をはじめとする外国人材を対象に、市内企業を知る取組や交流イベントを実施し、市内企業の認知度向上と地域企業でのインターンシップによる相互理解を促進する。交流事業・インターンシップ
後には、双方へのフォローアップを行い、採用まで伴走支援することで、就業マッチング率を向上させ、地方への就職を促す。
 プラットフォームの就労・雇用相談機能により、外国人材や企業が直面する暮らしや仕事に関わる問題解決をサポートするほか、長岡ではたらく外国人同士が情報交換ができる顔の見える関係を築ける
ような交流機会を創出し、コミュニティ形成を進める。これにより、安心して働き、住み続けることができる地域として認知され、人材が定着し、企業や地域の多文化共生意識の醸成とグローバル化の実現に
寄与する。
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４．重点テーマへの該当

５．他の政策・施策等との連携状況

６．他の国庫補助金等の対象事業の除外

７．交付対象事業の重要業績評価指標（KPI）

８．自立性

重点テーマへの該当

重点テーマ

無

他の政策・施策に基づく取組と連携する事業における弾力措置の対象となる事業

他省庁補助金等の関連する他政策・施策との戦略的な連携を図る事業

特区制度に係る制度・規制改革を活用した、又は活用しようとする事業

PFI法に基づく事業

地域再生法に基づく事業

スタートアップ支援に係る事業

連携事項

12,719千円 13,219千円 0千円 0千円

12,219千円 12,719千円 13,219千円 0千円 0千円

うち拠点整備事業費

総事業費

500千円

1,000千円 1,000千円 1,000千円

2,000千円 2,000千円 2,000千円

12,219千円

0千円

【B】

【C】

【D】

参加企業負担金

連携自治体等負担金

企業からの寄付金

自主財源の内容

インターンシッププログラム参画企業や関係協議会などから負担金を徴収し、財源を確保していく。

新潟県との協働の可能性を探り、共催できる事業に係る経費の負担金徴収を図る。

0千円

事業開始前
（現時点）

2025年度
（１年目）

2026年度
（２年目）

2027年度
（３年目）

2028年度
（４年目）

2029年度
（５年目）

2030年度
（６年目）

0千円 500千円 500千円

500千円 500千円

各年度における
自主財源見込額

【A】

【E】

【B】 0千円

500千円

KPI①
（アウトカムベースで、複数
年度を通じて評価指標とし

てふさわしいもの）

外国人材の新規就業者数

ソフト事業及び拠点整備事業において、他の国庫補助金等の対象となる部分や特別交付税等の他の財政上の支援を受けている経費を除外しているか。 ○

設定したKPIが複数年
にわたって費用対効果
を計測するのに適して
いる理由・計測手法・目
標値の根拠

「外国人材の新規就業者数」
外国人材活躍推進プラットフォームにおいて企業・外国人材のマッチング支援を行い、その結果として増加する外国人材の市内企業就業者数を把握することで、直接的な効果を計
測できる。この成果数値は、交流事業やインターンシッププログラム、就労・雇用相談窓口で支援を実施した企業、留学生等へのフォローアップ調査により、就業状況を確認する。
直近の留学生インターンシップ参加者のうち就業につながったのは２人（約13％）という実績をベースに、交流事業やインターンシップへの参加者増による母集団の拡大から外国人
材採用の増加を見込んだ。
「外国人雇用事業所数」
企業の外国人材採用に関する相談支援やセミナーを通じて、外国人材受入のマインドセットや受入環境を整え、採用に前向き取り組む企業を増やすことにより、その結果として増
加する外国人雇用事業所数を把握することで、直接的な効果を計測できる。この成果数値は厚生労働省調査による外国人雇用状況の届出状況により推移を図ることができる。コ
ロナ禍後の直近２年間の平均増加率から4％の増加を想定した。
「交流事業への参加企業数」
外国人材活躍事例の共有、外国人材の採用方法や制度に関する情報提供行う機会を新たに創出し、外国人材採用への関心を高め、交流事業・インターンシップの受入企業が増
加することで、新規就業につながる裾野が拡がり、KPI①に連動する間接的な効果が期待できる。この成果指標は、交流事業全体（事例共有会、セミナー、インターンシップ等）の参
加企業数を集計することで把握する。企業対象の事例共有会等の開催による参加企業数の増加を10社と見込んだ。
「就労・雇用相談支援件数」
外国人の生活相談窓口では年間約３２７件（直近３年間の平均値）の相談支援を行っている。外国人の就労に関する相談は１割程度という実績と在留資格に関する相談支援数を
ベースに増加を見込んだ。

KPI② 外国人雇用事業所数 単位 社

単位 人

KPI③ 交流事業への参加企業数 単位 社

KPI⑥ 単位

年度 年度 年度

42.00

18.00

本事業について、広報紙やHPへの掲載、マスコミに情報提供するなど、幅広く企業版ふるさと納税を募集し寄附を増やす。

当初は行政が第２世代交付金（地方創生型）を活用して、外国人材活躍推進プラットフォームを構築し、グッドプラクティスの創出支援と横展開のための関係機関との情報連携を行い、将来的には事業に参
加する企業や連携する自治体の負担金、市内・首都圏等の企業からの企業版ふるさと納税につなげ、自立していく。

取組内容
（事業を進めていく中で、事業推進主体が自立していくことにより、将来的に本交付金に頼らずに、事業として継続していくことが可能となる事業であること。

KPI⑤

KPI⑥

KPI④

KPI③

15.00

KPI① 30.00

354.00

0千円 0千円

交付対象事業経費

うちソフト事業費

【E】

合計

【C】

【D】

2.00 10.00 10.00 10.00

0千円

自主財源の種類

【A】

KPI⑤ 単位

KPI④ 就労・雇用相談支援件数 単位 件

10.00 10.00 10.00 30.00

14.00 14.00 14.00

増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分 増加分
KPI増加分の累計

年度2025年度 2026年度 2027年度

15.00 15.00 15.00

KPI②

0.00

45.00

0.00

2028年度 2029年度 年度事業開始前
（現時点）

2 / 3 ページ



９．地域の多様な主体の参画

10．交付対象事業の効果検証及び事業内容の見直しの方法、時期及び体制

11．地方版総合戦略の策定状況

年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

12．地域再生計画の名称等

年 月 日地域再生計画の認定の日 まで

31

【役割】大学・高専連携のインターンシッププログラムの参画・支援を行う。
【意見・改善方策】グローバル人材活躍推進協議会での意見を集約し、事業内容への反映に取り組む。

区分 主体名

産 企業、商工会議所

主な役割、意見及び改善方策への反映

【役割】外国人材受入環境を整備し、交流・インターンシップに取り組む。
【意見・改善方策】商工会議所との連携により、地域内での事例共有と参加企業の拡大を図る。

【役割】市内企業の高度外国人材活用へのニーズにあわせて、プラットフォームのメニューについて情報提供を行う。
【意見・改善方策】グローバル人材活躍推進協議会での意見を集約し、事業内容への反映に取り組む。

官 長岡市

学
高専、大学等の教育・研究機
関

労

言

住民全般

1 から 2026 3

【役割】プラットフォームを構築し、全体の事業を管理する。
【意見・改善方策】参画するメンバーからの意見を集約し、事業内容への反映に取り組む。

金 地方銀行

新潟県長岡市の全域

1

地方公共団体名 地域再生計画の名称

まで

地方公共団体名
地方版総合戦略の計画期間・基本目標

現行の地方版総合戦略 次期地方版総合戦略

新潟県長岡市

毎年度 9 月

から 2031 3 31

第3期長岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略（仮称）（次期）
○若者が魅力を感じて働きたくなるように、頑張る地元企業・地場産業の支援に加え、
   起業・創業や企業誘致を産官学金の総合力で推進します。
   【戦略４　働く】地域企業のグローバル化に向けて、高度な技術を持つ外国人材が
                     活躍できる環境づくりを推進
現在、策定作業中

検証時期

検証方法

参画者

検証結果の公表の方法

長岡グローバル人材活躍推進協議会や、産官学金労言による長岡市地方創生推進会議などの意見を踏まえ検証を実施する。

長岡商工会議所、長岡地域商工会連合、長岡公共職業安定所、長岡技術科学大学、長岡造形大学、長岡大学、長岡崇徳大学、長岡工業高等専門学校、地域金融機
関、連合新潟中越地域協議会、新潟日報社、新潟県工業技術研究所中越技術支援センター、（公財）にいがた産業創造機構（NICO）テクノプラザ、同ナノテクセンター、
ながおか新産業創造センター（NBIC）、NPO法人長岡産業活性化協会NAZE

市ホームページ等で公表する。

第2期長岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略（現行）
○若者が魅力を感じて働きたくなるように、頑張る地元企業・地場産業の支援に加え、
   起業・創業や企業誘致を産官学金の総合力で推進します。
   【戦略４　働く】地域企業のグローバル化に向けて、高度な技術を持つ外国人材が
                     活躍できる環境づくりを推進

4まで 20262020 4

新潟県長岡市

長岡市まち・ひと・しごと創生推進交付金計画

地域再生計画の区域

計画期間 から 2026 3 31
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＜2025年度（１年目）＞

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

2025.1.23　　　　　（別紙１-１） ソフト事業経費内訳

外国人材活躍推進プラットフォーム事業 関連するKPI ①、②、③、④

12,219千円

就労・雇用相談窓口を新設（試行）し、長岡で働きたい外国人や採用したい企業からの相談を通じて、課題やニーズを把握し、外
国人材と企業が交流する機会の提供や人材のマッチングを一貫してサポートするプラットフォームを構築するために必要な事業費
・外国人材活躍推進プラットフォーム事業経費（委託料）　12,219千円
＜プラットフォーム機能＞
　相談支援、交流機会創出、インターンシッププログラム実施、人材マッチング支援、就労フォローアップ支援

2025 4

1 計 12,219千円

当初

12,219千円 12,719千円 13,219千円 0千円 0千円 38,157千円

全事業期間における本
年の位置付け

2026年度にオープン予定の産業ビジネス支援拠点内でワンストップで外国人材採用・定着を支援する体制の構築を検討し、試行
する。

事業開始時期 事業終了時期 予算計上時期① 予算種別① 予算計上時期② 予算種別② 予算計上時期③ 予算種別③

1

交付対象事業経費 12,219千円

交付対象事業におけるソフト事業経費 要素事業数

2025 4

（４年目） （５年目）
合計

交付対象事業における
施設整備・事業設備・備品

経費【③】
0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業における施
設整備・事業設備・備品経

費比率【③/①】
0.0%

2029年度

交付対象事業経費【①】

0.0% 0.0%

12,219千円 12,719千円 13,219千円

0.0% 0.0% 0.0%

0千円 0千円 38,157千円

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

交付対象事業における
ソフト事業経費【②】

（１年目） （２年目） （３年目）

2026 3
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＜2026年度（２年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

＜2027年度（３年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

交付対象事業におけるソフト事業経費 要素事業数 1

1

外国人材活躍推進プラットフォーム構築事業

予算計上時期① 予算計上時期② 予算計上時期③

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 0 計

0千円

外国人材活躍推進プラットフォーム構築事業

3

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 0 計

予算種別①

計 13,219千円

予算種別②

2027 4 2028

関連するKPI ①、②、③、④

13,219千円

就労・雇用相談窓口を本格稼働させ、長岡で働きたい外国人や採用したい企業からの相談を通じて、課題やニーズを把握し、外国
人材と企業が交流する機会の提供や人材のマッチングを一貫してサポートするプラットフォームを構築するために必要な事業費
・プラットフォーム事業経費（委託料）　13,219千円
＜プラットフォーム機能＞
　相談支援、交流機会創出、インターンシッププログラム実施、人材マッチング支援、就労フォローアップ支援、コミュニティ形成支
援（拡充）

予算種別③事業終了時期事業開始時期

0千円

計 12,719千円

当初

交付対象事業経費 12,719千円

交付対象事業におけるソフト事業経費

2026

12,719千円

就労・雇用相談窓口を本格稼働させ、長岡で働きたい外国人や採用したい企業からの相談を通じて、課題やニーズを把握し、外国
人材と企業が交流する機会の提供や人材のマッチングを一貫してサポートするプラットフォームを構築するために必要な事業費
・外国人材活躍推進プラットフォーム事業経費（委託料）　12,719千円
＜プラットフォーム機能＞
　相談支援（拡充）、交流機会創出、インターンシッププログラム実施、人材マッチング支援、就労フォローアップ支援

4

予算計上時期② 予算種別② 予算計上時期③ 予算種別③

2026 4 2027

1

関連するKPI

1

①、②、③、④

全事業期間における本
年の位置付け

外国人材に特化した就労・雇用相談窓口を本格稼働し、外国人材活躍推進プラットフォームの周知と活用促進を図る。

事業終了時期 予算計上時期① 予算種別①事業開始時期

要素事業数

全事業期間における本
年の位置付け

外国人材の採用の増加に応じて、企業・外国人材が直面する課題やニーズにあった支援の拡充を検討し、人材の定着につなげ
る。

2027 4 当初

交付対象事業経費 13,219千円

3
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＜2028年度（４年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

＜2029年度（５年目）＞     ※２年目以降の交付額が担保されるわけではありません。

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月

0千円要素事業数 計

予算種別②

交付対象事業におけるソフト事業経費

全事業期間における本
年の位置付け

予算種別① 予算計上時期② 予算種別② 予算計上時期③ 予算種別③

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費

事業開始時期 事業終了時期 予算計上時期①

交付対象事業における施設整備・事業設備・備品経費 要素事業数 計 0千円

交付対象事業経費

全事業期間における本
年の位置付け

0千円

交付対象事業におけるソフト事業経費 要素事業数 計 0千円

要素事業数 計 0千円

予算計上時期③ 予算種別③

交付対象事業経費 0千円

予算計上時期① 予算種別① 予算計上時期②事業開始時期 事業終了時期
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